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(百万円未満切捨て)

1．2023年3月期第2四半期の連結業績（2022年4月1日～2022年9月30日）

(1)連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年3月期第2四半期 21,151 12.0 385 32.3 555 47.3 378 △8.5

2022年3月期第2四半期 18,878 △2.5 291 2.4 376 19.8 413 101.2

(注)包括利益 2023年3月期第2四半期 460百万円(△12.2％) 2022年3月期第2四半期 523百万円( 101.8％)
　

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年3月期第2四半期 13.59 －

2022年3月期第2四半期 14.87 －
　　

(2)連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年3月期第2四半期 36,926 16,492 44.4

2022年3月期 37,353 16,133 43.0

(参考) 自己資本 2023年3月期第2四半期 16,401百万円 2022年3月期 16,063百万円

2．配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年3月期 － 3.00 － 4.00 7.00

2023年3月期 － 3.00

2023年3月期(予想) － 3.00 6.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

2022年3月期第2四半期末配当金の内訳 普通配当 2円00銭 特別配当 1円00銭
2022年3月期期末配当金の内訳 普通配当 3円00銭 特別配当 1円00銭
2023年3月期第2四半期末配当金の内訳 普通配当 2円00銭 特別配当 1円00銭

3．2023年3月期の連結業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）

　 (％表示は、対前期増減率)

営業収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 39,790 0.4 415 △39.2 533 △40.0 325 △48.8 11.70

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

　



※ 注記事項

(1)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注)詳細は、添付資料８ページ「２.四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（四半期

連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

(3)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(注)詳細は、添付資料８ページ「２.四半期財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方

針の変更）」をご覧ください。

(4)発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年3月期2Ｑ 28,923,000株 2022年3月期 28,923,000株

② 期末自己株式数 2023年3月期2Ｑ 1,039,979株 2022年3月期 1,094,678株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年3月期2Ｑ 27,841,473株 2022年3月期2Ｑ 27,814,651株

(注)期末自己株式数には役員向け株式交付信託が保有する当社株式(2023年3月期2Q:457,300株、2022年3月期:512,000株)を含

めて記載しております。また、期中平均株式数(四半期累計)の算定に当たり、その計算において控除する自己株式に、

役員向け株式交付信託が保有する当社株式を含めております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提

となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料３ページ「１.当四半期決算に関する定

性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

２．決算補足説明資料は、決算発表後速やかに当社ホームページに掲載いたします。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明
当第２四半期連結累計期間（2022年４月１日～2022年９月30日）のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の

影響が一定の落ち着きをみせ、社会経済活動にも回復の兆しがみられたものの、長期化するウクライナ情勢やエネ
ルギー資源・原材料などの高騰、急激な円安の進行等により、依然として不安定な状況で推移しました。
物流業界におきましては、生産関連貨物について、生産制約や原材料・燃料の価格高騰の影響が続いたものの、

企業収益の下支えを受けて機械投資を中心に設備投資が回復基調となり、持ち直しの動きがみられました。また、
建設関連貨物については、公共投資が底堅く推移した一方で、住宅投資は弱含みとなったことにより低調な荷動き
となりました。
国際貨物輸送につきましては、輸出は、中国向けで回復の兆しがみられ、全体的に緩やかな増加基調となりまし

た。輸入は、個人消費の回復が一服している中で、持ち直しの動きがみられました。
このような経営環境の下、当社グループは、将来にわたって持続的な成長を遂げるため、『市場と顧客に選ばれ

る企業』を将来のありたい姿として掲げるとともに、その達成のための長期的な課題として (1) 環境変化への適
応、(2) 最新技術の取込み、(3) 事業領域の拡大を示し、事業を展開する市場だけではなく株式市場や労働市場に
おいても、より多くの方々に魅力的であると認識され、選ばれる企業を目指しております。
また、『将来のありたい姿』に向けた第２ステップとして、2023年度を最終年度とする中期経営計画『ステップ

アップ AZUMA2023』に基づき、ESG経営からSDGs達成に貢献するため、将来を見据えた拡大事業を中心に経営資源を
集中することで、収益力と資本効率の向上を目指すことを基本方針とし、その戦略として (1) 企業基盤の強化、
(2) グループ営業体制の推進、(3) 事業ポートフォリオ別戦略の実行を掲げ、企業価値向上に向けた施策に取り組
んでおります。
企業基盤の強化については、デジタルトランスフォーメーションを推進するための社内インフラの整備を進めま

した。また、ESG経営推進に係る方向性や活動の検討を進めました。
グループ営業体制の推進については、営業部門間の連携を強化し、新規案件の獲得に努めました。
事業ポートフォリオ別戦略の実行については、拡大事業として位置付けた倉庫事業の規模を拡大するため、山下

埠頭流通センターを本牧埠頭に移転する計画を進めました。基盤事業においては、東京の河川や臨海部を運航して
いる旅客船の配乗業務に進出するなど、サービス内容の充実に取り組みました。利益の安定化を目指している最適
化事業においては、燃料費等のコストの増加により、厳しい状況が続きました。
これらの結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益は、211億5千1百万円と前年同四半期に比べ22億7千2百万円

（12.0％）の増収となり、営業利益は3億8千5百万円と前年同四半期に比べ9千4百万円（32.3％）の増益、経常利益
は5億5千5百万円と前年同四半期に比べ1億7千8百万円（47.3％）の増益となりました。
　また、親会社株主に帰属する四半期純利益は3億7千8百万円と前年同四半期に比べ3千5百万円（8.5％）の減益と
なりました。

セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

①物流事業
物流事業におきましては、国際貨物について、国内外が新型コロナウイルス感染症からの回復へ進展する中で、

台風の影響による取扱隻数の減少等はあったものの、積載数量は増加したため、海上コンテナの取扱量は総じて増
加しました。一方で、エネルギー価格の上昇による動力燃料費の増加や、トランステナー入替工事による他社施設
使用に伴う費用も増加しました。
ロシア・中央アジア関連貨物については、新型コロナウイルス感染症やウクライナ情勢等の影響でロシア向けの

生産関連貨物や消費財関連貨物の取扱量は引き続き減少しました。一方で、中央アジア向けの自動車関連貨物や、
新規輸送案件等の取扱量は引き続き増加しました。また、液体輸送事業や欧州向けの設備輸送案件、北米向け輸送
案件の取扱量も増加し、為替の影響を含んだ運賃の高騰もあったため、全体的に収益性が向上しました。
国内貨物については、住宅投資が低調に推移したこと等により、外壁材や鉄鋼製品をはじめとする建材関連貨物

が弱い荷動きとなり、陸上輸送の取扱量が減少したものの、カーフェリー輸送が堅調に推移したことにより、総じ
て取扱量は増加しました。
これらの結果、物流事業の営業収益は、160億3千9百万円と前年同四半期に比べ15億7千8百万円（10.9％）の増収

となり、セグメント利益は、8億8千4百万円と前年同四半期に比べ1億4千5百万円（19.6％）の増益となりました。

②海運事業
海運事業におきましては、内航船について、建設現場における人手不足に伴う工期の長期化やコロナ禍での工期

遅延、民間設備投資の減少等を背景に、セメント船の取扱量は減少しました。内航貨物船は、一般貨物船において、
建設発生土や石膏等の輸送量が増加しましたが、燃料価格、用船料の高騰により費用が増加しました。粉体船にお
いては、石炭灰発生量の増加に伴い、取扱量は増加しました。外航船は、一般貨物船において航海数が増加したこ
とにより、取扱量は増加しました。

これらの結果、海運事業の営業収益は、46億9千5百万円と前年同四半期に比べ7億4百万円（17.7％）の増収とな
り、セグメント利益は、2億3千8百万円と前年同四半期に比べ4千8百万円（25.7％）の増益となりました。

③不動産事業
不動産事業におきましては、保有資産の適正な維持管理を行いました。
これらの結果、不動産事業の営業収益は、3億2千9百万円と前年同四半期とほぼ同額となり、セグメント利益は、

2億7千9百万円と前年同四半期に比べ3百万円（1.2％）の減益となりました。

④その他事業
その他事業におきましては、植物工場のある東海地方において、全国的に蔓延していた病害虫被害が発生した影

響により、収穫量は減少しました。一方で、関連費用や固定費は概ね前年と同様で推移しました。
これらの結果、その他事業の営業収益は、8千6百万円と前年同四半期に比べ1千万円（10.7％）の減収となり、セ

グメント損失は、1千万円と前年同四半期に比べ1千万円の減益となりました。

上記セグメント利益又は損失は、セグメント間取引消去前の金額で記載しており、四半期連結損益計算書の営業
利益と調整を行っております。
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（２）財政状態に関する説明
資産合計は、前連結会計年度末に比べ4億2千6百万円減少の369億2千6百万円（1.1％減）となりました。主な要因

は、新規土地購入等により有形固定資産の土地が8千万円、持分法適用会社の業績を反映した影響等により投資有価
証券が6千3百万円増加したものの、現金及び預金が3億円、減価償却により有形固定資産の船舶が1億1千9百万円減
少したこと等によります。
負債合計は、前連結会計年度末に比べ7億8千5百万円減少の204億3千4百万円（3.7％減）となりました。主な要因

は、短期借入金が5億5千8百万円増加したものの、約定返済が進んだこと等により長期借入金が8億6千6百万円、未
払金の減少等により流動負債のその他が3億7百万円、営業未払金が9千7百万円減少したこと等によります。
純資産合計は、前連結会計年度末に比べ3億5千8百万円増加の164億9千2百万円（2.2％増）となりました。主な要

因は、その他有価証券評価差額金が1千7百万円減少したものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上3億7千8
百万円及び配当金の支払い1億1千3百万円により利益剰余金が2億6千4百万円、為替換算調整勘定が6千5百万円、非
支配株主持分が1千9百万円、自己株式数の減少により自己株式が1千6百万円、退職給付に係る調整累計額が9百万円
増加したことによります。

この結果、自己資本比率は44.4％と前連結会計年度末に比べて1.4ポイントの増加となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明
今後のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の終息が見通せない状況が続く中で、社会経済活動の持ち直し

が期待されるものの、不安定な世界情勢の影響による原材料等の価格高騰や、円安の進行、景気の下振れリスクが
懸念され、引き続き不透明な状況で推移するものと予想されます。

当社グループは、国内貨物の減少による競争の激化やデジタルトランスフォーメーション及びESGの重要性の高ま
りを踏まえた中期経営計画『ステップアップ AZUMA2023』に則った施策を実行してまいります。

なお、2023年３月期の通期業績予想につきましては、2022年５月13日に公表した数値を据え置いておりますが、
今後の見通しを精査し、業績予想の修正が必要な場合には速やかに公表いたします。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,481,368 5,180,538

受取手形及び営業未収入金 6,479,865 6,483,276

その他 1,210,838 1,101,347

貸倒引当金 △9,019 △15,809

流動資産合計 13,163,052 12,749,352

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,156,168 6,069,736

機械装置及び運搬具（純額） 100,642 89,555

船舶（純額） 1,614,829 1,495,682

土地 10,286,434 10,367,357

その他（純額） 1,067,387 1,110,242

有形固定資産合計 19,225,462 19,132,575

無形固定資産

その他 1,536,492 1,526,498

無形固定資産合計 1,536,492 1,526,498

投資その他の資産

投資有価証券 2,793,260 2,856,598

その他 699,851 745,159

貸倒引当金 △64,290 △83,191

投資その他の資産合計 3,428,820 3,518,566

固定資産合計 24,190,775 24,177,641

資産合計 37,353,828 36,926,993
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

営業未払金 4,334,220 4,236,450

短期借入金 2,695,968 3,254,089

未払法人税等 258,211 222,306

賞与引当金 391,884 410,675

関係会社清算損失引当金 4,324 4,324

資産除去債務 2,035 －

その他 3,225,649 2,918,248

流動負債合計 10,912,294 11,046,093

固定負債

長期借入金 3,739,655 2,873,300

特別修繕引当金 67,315 86,485

役員株式報酬引当金 60,875 55,049

退職給付に係る負債 1,410,766 1,379,485

資産除去債務 725,190 726,791

その他 4,304,109 4,267,759

固定負債合計 10,307,911 9,388,872

負債合計 21,220,206 20,434,965

純資産の部

株主資本

資本金 2,294,985 2,294,985

資本剰余金 1,483,467 1,483,467

利益剰余金 12,067,205 12,332,094

自己株式 △317,772 △301,362

株主資本合計 15,527,885 15,809,184

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 540,271 522,559

為替換算調整勘定 37,146 102,200

退職給付に係る調整累計額 △42,141 △32,148

その他の包括利益累計額合計 535,276 592,611

非支配株主持分 70,460 90,232

純資産合計 16,133,621 16,492,027

負債純資産合計 37,353,828 36,926,993
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

営業収益 18,878,428 21,151,307

営業費用 17,069,401 19,133,387

営業総利益 1,809,027 2,017,920

販売費及び一般管理費

従業員給料 531,143 566,346

賞与引当金繰入額 148,693 157,801

退職給付費用 34,676 36,687

福利厚生費 154,082 163,758

貸倒引当金繰入額 2,195 26,033

減価償却費 53,415 40,516

その他 593,382 641,130

販売費及び一般管理費合計 1,517,588 1,632,274

営業利益 291,438 385,645

営業外収益

受取利息 5,076 4,222

受取配当金 56,007 97,302

持分法による投資利益 14,046 37,395

その他 82,798 99,608

営業外収益合計 157,928 238,529

営業外費用

支払利息 41,021 38,748

その他 31,561 30,420

営業外費用合計 72,582 69,169

経常利益 376,784 555,005

特別利益

固定資産売却益 184,801 41,702

投資有価証券売却益 10,665 －

受取補償金 398,074 －

特別修繕引当金戻入額 16,790 －

特別利益合計 610,331 41,702

特別損失

固定資産処分損 7,078 15,592

リース解約損 － 213

環境対策引当金繰入額 342,645 －

特別損失合計 349,723 15,805

税金等調整前四半期純利益 637,392 580,902

法人税等 215,941 177,944

四半期純利益 421,450 402,957

非支配株主に帰属する四半期純利益 7,970 24,706

親会社株主に帰属する四半期純利益 413,480 378,250
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

四半期純利益 421,450 402,957

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 75,465 △17,617

為替換算調整勘定 5,034 11,440

退職給付に係る調整額 9,593 9,992

持分法適用会社に対する持分相当額 12,389 53,484

その他の包括利益合計 102,482 57,300

四半期包括利益 523,933 460,257

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 515,904 435,585

非支配株主に係る四半期包括利益 8,028 24,671
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結会計期間において、東成マリン株式会社を新規設立したことに伴い、連結の範囲に含めており

ます。

(四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用)

(税金費用の計算)

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費

用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

(会計方針の変更)

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27

－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって

適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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(追加情報)

(連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用)

当社及び一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行

しております。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グルー

プ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日。以下

「実務対応報告第42号」という。）に従っております。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応

報告第42号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

(取締役に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当社取締役（社

外取締役を除く。以下同じ。）に対し、信託を用いた株式報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入してお

ります。

当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じております。

(1) 取引の概要

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下、「本信託」という。）が当社株式を取得

し、当社が各取締役に付与するポイント数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付さ

れる株式報酬制度です。

また、本制度においては、2019年６月28日から2024年６月開催予定の定時株主総会終結日までの５年間の間

に在任する当社取締役に対して当社株式が付与されます。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

(2) 信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度153,600千円、512,000株、

当第２四半期連結会計期間137,190千円、457,300株であります。

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計

上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含む仮定について重要な変

更はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

物流事業 海運事業 不動産事業 その他事業 計

売上高

港湾運送事業 4,725,454 － － － 4,725,454 － 4,725,454

国際貨物取扱業務 3,120,167 － － － 3,120,167 － 3,120,167

倉庫関連業務 2,157,141 － － － 2,157,141 － 2,157,141

建材等輸送業務 4,153,479 － － － 4,153,479 － 4,153,479

その他関連業務 304,789 － － － 304,789 － 304,789

セメント船 － 1,943,312 － － 1,943,312 － 1,943,312

粉体船 － 547,176 － － 547,176 － 547,176

内航貨物船 － 1,393,332 － － 1,393,332 － 1,393,332

外航船 － 106,945 － － 106,945 － 106,945

アグリ事業 － － － 96,996 96,996 － 96,996

顧客との契約から
生じる収益

14,461,032 3,990,767 － 96,996 18,548,796 － 18,548,796

その他の収益(注)３ － － 329,632 － 329,632 － 329,632

外部顧客への売上高 14,461,032 3,990,767 329,632 96,996 18,878,428 － 18,878,428

セグメント間の
内部売上高又は振替高

27,178 － 20,034 － 47,212 △47,212 －

計 14,488,211 3,990,767 349,666 96,996 18,925,641 △47,212 18,878,428

セグメント利益
又は損失（△）

739,635 189,509 283,358 △143 1,212,359 △920,921 291,438

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額△920,921千円には、セグメント間取引消去△22,009千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△898,911千円が含まれております。全社費用の主なものは提出会社本社及

び連結子会社の総務部門、人事部門、管理部門等に係る費用であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

物流事業 海運事業 不動産事業 その他事業 計

売上高

港湾運送事業 5,131,921 － － － 5,131,921 － 5,131,921

国際貨物取扱業務 4,248,262 － － － 4,248,262 － 4,248,262

倉庫関連業務 2,186,260 － － － 2,186,260 － 2,186,260

建材等輸送業務 4,162,786 － － － 4,162,786 － 4,162,786

その他関連業務 310,585 － － － 310,585 － 310,585

セメント船 － 1,888,779 － － 1,888,779 － 1,888,779

粉体船 － 676,466 － － 676,466 － 676,466

内航貨物船 － 1,817,605 － － 1,817,605 － 1,817,605

外航船 － 305,891 － － 305,891 － 305,891

旅客船 － 6,562 － － 6,562 － 6,562

アグリ事業 － － － 86,599 86,599 － 86,599

顧客との契約から
生じる収益

16,039,816 4,695,305 － 86,599 20,821,720 － 20,821,720

その他の収益(注)３ － － 329,586 － 329,586 － 329,586

外部顧客への売上高 16,039,816 4,695,305 329,586 86,599 21,151,307 － 21,151,307

セグメント間の
内部売上高又は振替高

29,335 － 20,033 8 49,377 △49,377 －

計 16,069,151 4,695,305 349,620 86,608 21,200,685 △49,377 21,151,307

セグメント利益
又は損失（△）

884,945 238,307 279,845 △10,919 1,392,180 △1,006,534 385,645

(注) １ セグメント利益又は損失の調整額△1,006,534千円には、セグメント間取引消去△24,827千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△981,707千円が含まれております。全社費用の主なものは提出会社本社

及び連結子会社の総務部門、人事部門、管理部門等に係る費用であります。

２ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３ その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。
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